
お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

激甚化する災害に対応した災害時活動拠点施設等の強靱化促進事業

間接補助事業（2／3,定額）

①レジリエンス強化型ZEB支援事業

災害発生時に活動拠点となる、公共性の高い業務用施設（市役所、役場

庁舎、公民館等の集会所、学校等）及び自然公園内の業務用施設（宿舎

等）において、災害時のエネルギー自立化に資する再生可能エネルギー

設備、未利用エネルギー活用設備及びそれらの附帯設備（蓄電池等）を

導入することで、停電時にも必要なエネルギーを供給できる機能を強化

したZEBに対して支援する。

②レジリエンス強化型ZEH-M支援事業
集合住宅（５層以下）において、停電時にもエネルギーを供給できる機能を強

化した先駆的なZEH（ZEH-M）となる住宅を新築するモデル事業を支援する。

※水害等の災害時における電源確保等に配慮された設計であることを要件とする。

※①は災害により被災した建築物の建て替え等の場合は優先的に採択する。

・災害対応の観点から、被災時にも必要なエネルギーを供給できる機能を強化した、業務用施設におけるZEB（ネッ

ト・ゼロ・エネルギー・ビル）化 及び新築集合住宅におけるZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）化を支援

する。

※ZEB・ZEH：平均でエネルギー消費量が正味でおおむねゼロ以下となる建築物・住宅

【令和元年度補正予算（案） 1,000百万円】

地方公共団体一般、民間事業者・団体

令和元年度

環境省 地球環境局 地球温暖化対策課 地球温暖化対策事業室 電話：03-5521-8355

■補助対象

激甚化する災害時において自立的にエネルギー供給可能な災害時活動拠点施設となるZEB・ZEH-Mを支援します

レジリエンス
強化

ZEBのレジリエンスを強化

①レジリエンス強化型ZEB支援事業

事業イメージ

②レジリエンス強化型ZEH-M支援事業
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3. 事業スキーム

1. 事業目的
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■事業形態

4. 

激甚化する災害に対応したエネルギー自給エリア等構築支援事業（経済産業省・国土交通省 連携事業）

事業イメージ

間接補助事業 補助率：2/3、車載型蓄電池は定額（上限あり）

昨今、気候変動の影響による自然災害の激甚化リスクが指摘されている。このよう

な中で、今般の台風による広範囲な大停電の際には、地域のエネルギー自給エリア又

は拠点が、いち早く災害被害から立ち直り、周辺住民に対して電気や給湯の供給を再

開するなど、レジリエンスの高さを発揮し、その必要性・重要性を示した。※

そこで、災害時においてもエネルギーの自給が可能であり、同時に気候変動の緩和

にも貢献するエネルギー自給エリアの構築や、エネルギーを運搬・提供が可能なバッ

テリーの配備を支援する。

具体的には、災害時にエネルギー自給が可能であり、かつ周辺住民等にエネルギー

供給が可能なエリア構築のため、自立運転機能を具備した再生可能エネルギー設備に

加えて蓄電池や自営線を組み合わせた電力供給システム、太陽熱利用設備や貯湯槽を

組み合わせた熱供給システムを導入するための補助を行う。また、災害時に被災地の

拠点に運搬・提供が可能なバッテリーに対しても補助を行う。

台風等の大規模災害による停電発生時にも面的にエネルギー供給が可能な地域づくりを進めるため、再生可能エネルギー

設備、蓄電池や自営線を組み合わせた自律分散エネルギーシステム等の支援を行う。

激甚化する災害に対応したエネルギー自給エリアの構築や被災地に運搬可能なバッテリー配備を支援します。

【令和元年度補正予算（案） 600百万円】

民間事業者・団体／地方公共団体一般

令和元年度

地球環境局地球温暖化対策事業室 電話:03-5521-8339

■補助対象

＊エネルギーマネジメントシステム及び充放電設備又は充電設備とセットで導入し、

平常時は当該拠点エリアの再生可能エネルギーの使用を促進し、非常時は外部給電可

能なものであり、従来車から買換えするものに限る。

自立運転機能を具備した再生可能エネルギー設備

太陽熱を活用した給湯設備

電気・熱の融通

貯湯設備
蓄電池

災害時にエネルギーを運搬・提供可能なバッテリー
（車載型蓄電池※等）

※（参考）むつざわスマートウェルネスタウンの事例
千葉県長生郡睦沢町に位置する「むつざわスマートウェルネスタウン」においては、町と地元企業等

が設立した地域新電力がエネルギー供給を行っており、台風15号の影響で町内全域が停電した際にも自
立運転機能によりエネルギー自給エリアとしての役割を担った。


